


法人市民税均等割

資本金等の金額

1千万円以下

1千万円以下

1千万円超 1億円以下

1千万円超 1億円以下

従業者数

1億円超 10億円以下

50人以下

1{意円超 10億円以下

50人超

税率(午額)

10億円超 50億円以下

50人以下

10億円超 50億円以下

5万円

50人超

50億円超

12万円

50人以下

50億円超

玲万円

50人超

山.法人市民税法人税割

課税標準となる法人税額X税率

②税率

令和元年9打30日以前に開始する事業年度

9.フ%(改正前)

令和元年10月1日以後に開始する事業年度

妬万円

50人以下

16万円

50人超

40万円

50人以下

41万円

50人超

175万円

6.0%(改正後)

41万円

300万円

納期限までに税金が完納されないときは、その翌日

から納付の日までの日数に応じ、納付すぺき税額(税

額に 1,000円未満の端数があるとき、又はその税額の
全額が2,000円末満であるときは、その端数金額又は

全額を切り捨てます。)に、年14.6%(平成26年1

1日以後の期間(納翔限の翌日から1月を経過する

日までの期間を除く。)については、平均貸付割A

(租税特別措置法第船条第2項に規定する平均貸付割

合をいう。)に年1%の割合を加算した割合(以下

「延滞金特例基準割合」という。)が年7.3%の割合に

満たない場合は、当該延滞金特例基準割合に年7.3%

の割合を加算した割合。納期限の翌日から1珂を経過

する日までの期問については、年7.3%(平成25年12

月31日以前の朔問については、当該期間の属する各

年の前年のⅡ月30日を経過する時における日本銀行

法第15条第1項第1号の規定により定められる商業

手形の基準割引率に年娚の割合を加算した割合が、

年73%の割合に満たない場合は、当弦商業手形の基

準割引率に年4%の割合を加算した割合。平成26年1

月1日以後の期間については、延滞金特例基準割合が

年7.3%の割合に満たない場合は、当該延滞金特例基

準割合に年1%の割合を加算した割合)の割合を乗じ

て計算した延滞金(年当たりの割合は、閏年の日を含

む期間についても、3備日当たりの割合)を徴収する

ことになります。

なお、確定申告害の提出期限の延長の特例を受けた

期間にかかる延滞金については上記以外の延滞金の計

算方法の適用を受けることとなりまず。

納付場所

下記の金融機関(全国の本支店)及び市の機関で納め

ることができます。

静岡銀行、浜松磐田信用金庫、清水銀行、スルガ銀行、

述州中央農柴協同組合、静岡中央銀行、達州信用金庫、

三菱UFJ銀行、島田掛川信用金庫、静岡県労働金庫、

磐田市役所本庁舎・各支所

※金融機関の名称は、変更される場合があります


